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Twitterにおける意見表明の規定要因：近傍ネットワークの

同質性とオピニオンリーダ性による検討

山本 仁志1,a) 小川 祐樹2 宮田加久子3 池田謙一4

概要：ソーシャルメディアにおけるコミュニケーションは世論形成においてどのような影響を持ちうる

であろうか。東日本大震災を契機に Twitterや Facebookの普及率が急増し、今後は政治的コミュニケー

ションメディアとしての利用が予想される。また震災と同時に発生した原子力発電所の事故によって原

子力発電の政策に対して人々は選択を迫られている。本研究は、争点として原発の賛否問題を取り上げ、

Twitter上で得られる個人の発言とそこから得られる様々なネットワーク指標に加え、社会調査で得られ

る個人の意見、知識、価値観などの心理的態度のデータとを結びつけた分析によって Twitterによる世論

の形成過程を明らかにする。

キーワード：オピニオンリーダー,ソーシャルメディア, 世論形成

1. はじめに

Twitterや Facebookといった様々なソーシャルメディ

アの発展が著しい。その中でも Twitterは、実生活上では

直接知り合いでない人との間に新しい社会的ネットワーク

を形成することもできる [2]。そのため、我々を取り巻く

社会ネットワークにおいて従来とは異なる影響の構造が出

現することが予想される。例えば、古典的には Lazarsfeld

ら [6]が示したようにマスメディアの情報を先行的に受け

取り、周囲の人々に拡散するオピニオンリーダーが情報の

普及や人々の選択において重要な影響力を持っていた。こ

のようなネットワークは居住地や職場などある程度固定

的な関係として維持されていた。しかし Twitterにおける

人々の繋がりは、非常に広範にそして驚くべき速さで広が

る。また、Twitter上では日常ならば直接やりとりしない

ほど物理的にも社会的にも遠い距離の人間と直接コミュニ

ケーションをとることができる。

Twitterは政治的コミュニケーションのために有用なメ

ディアなのであろうか？北米では政治的コミュニケーショ

ンのメディアとして Twitterの利用が増大しているにもか

かわらず、研究はまだ発展途上である [12]。日本国内でも

2011年の東日本大震災を契機に Twitterの普及率が急増
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し、今後は政治的コミュニケーションメディアとしての利

用が予想される。また震災と同時に発生した不幸な原子力

発電所の事故によって、原子力発電の今後の政策に対して

人々は選択を迫られている。その際にインターネットによ

る議論が熟議 (deliberation)を可能とするのか、意見の極

化を促進してしまうのかを知ることは重要な課題である。

例えば、インターネットで他者の議論を聞くことで自分の

論点が精緻化され意見変容が生じることからオンラインで

の熟議が可能であることを示唆した実験結果がある [8]。一

方で、意見の極化 (polarization)が生じることも懸念され

ており、極化の発生条件を解明するための研究が行われて

いる [14]。

どちらのシナリオにおいても、インターネット上のコ

ミュニケーションを通じて人々の意見が形成されていく中

でオピニオンリーダーが果たす役割が小さくないことは容

易に想像ができる。Twitter上における新たなオピニオン

リーダー像の解明は重要な課題であり、いくつかの研究も

特徴が検討されている。たとえば、Twitterではフォロアー

の数と信頼性がカーブリニアな関係であり、フォロアーが

多すぎても少なすぎても「専門性」と「信憑性」という信

頼の 2要素が低く評価されるという [13]。

我々は、こうしたコミュニケーション環境の変化が政治

的な議論の趨勢にどのような影響を与えるのかを研究する。

特に、Twitter上でのコミュニケーションにおいて、オピ

ニオンリーダーは従来と同様の特徴をもった存在なのか、

オピニオンリーダーは政治的議論においてどのような役割
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を果たすのかに注目する。

2. オピニオンリーダー像の変遷

オピニオンリーダーが世論の形成や政治的熟議に与える

影響が、ソーシャルメディアの発展によって強まるのか否

かについて検討をおこなう。更には、オピニオンリーダー

のネットワーク的環境要因が情報発信に与える影響につい

ても明らかにする。

2.1 マーケットメイブンと狭義のオピニオンリーダー

Rogers の採用者カテゴリ理論 [9] は消費者行動研究に

おけるイノベーションの普及過程に大きな影響を与えた。

Rogersの理論において初期採用者に該当するオピニオン

リーダーは、他のカテゴリの人々に比べマスメディア接触

度、社会参加度、社会的地位、革新性などが高いとされる。

このことによりオピニオンリーダーは消費市場においてイ

ノベーションが普及する際の窓口であり普及の説得者の役

割を持っていると理解されている。一方でオピニオンリー

ダーの影響力には領域的な限定性があるという主張もな

されている [5]。Feickら [1]はこうした主張を精緻化する

ために、様々な商品カテゴリの知識が高く人から情報源と

して頼りにされている「市場の達人 (Market Maven)」と、

ある特定の領域において説得的な影響力を持つ「（狭義の）

Opinion Leader」に分離した。

本研究が射程とする領域は、消費市場におけるコミュニ

ケーションではなく、世論や政治的熟議とネットワーク社

会の関連である。政治的なコミュニケーションや世論形成

におけるオピニオンリーダーの役割についても多くの研

究がなされている [11][10][3]。広義の消費市場においては、

Feickらが用いた商品カテゴリを跨ぐ市場の達人と特定領

域におけるオピニオンリーダーという分類が分析の枠組み

として有効であるが、政治的コミュニケーションにおいて

はそもそも領域がある程度限定的であり、また社会におい

てある主題が一時的に重要であると共通に認識されること

もある。そこで本研究では、領域の一般性または特殊性で

オピニオンリーダーを分離するのではなく別のアプローチ

をとる。それは「スペシャリスト」要因と「インタミディ

アリ」要因である。

以下の 7項目は宮田ら [15]が用いた一般的なオピニオン

リーダーの測定尺度を測定する項目である。彼らは (1)(3)

を特定領域のオピニオンリーダー、(2)(4)を市場の達人、

(5)(6)(7)をイノベーター的ニュアンスを持ちつつも市場の

達人として採用している。我々は本研究で射程とする政治

的コミュニケーションにおけるオピニオンリーダー度を測

定するために「消費や社会生活の問題」の文言を「政治や

経済の問題」と変換して採用する。

( 1 ) ある特定分野の消費や社会生活の問題について、良く

知っているほうだ

( 2 ) いろいろな消費や社会生活の問題について、良く知っ

ているほうだ

( 3 ) ある特定分野の消費や社会生活の問題について、人か

らよく聞かれるほうだ

( 4 ) 人からいろいろな消費や社会生活の問題について、よ

く聞かれるほうだ

( 5 ) 新しい消費や社会生活の問題には早い段階から関心を

持つ方だ

( 6 ) 周囲に新しいものの考え方や流行などを持ち込むほ

うだ

( 7 ) 友人から何か相談されたり聞かれたりするほうだ

2.2 情報の起点としてのスペシャリストと媒介役として

のインタミディアリ

これらの 7項目を「政治や経済の問題」を対象として別

の視点で観察すると (1)(2)(5)は政治経済の問題に関し知

識が豊富で関心の高い政治経済に関するスペシャリストの

項目として見ることができる。対して (3)(4)(6)(7)は他者

に対して説得的な影響力を持つインタミディアリとして見

ることができる。

インターネットの発展がオピニオンリーダーの役割に影

響を与えることは想像に難くない。山本ら [18] はオンラ

インクチコミにおいてオピニオンリーダーとフォロワーの

構成比が情報の普及過程に与える影響をシミュレーショ

ンによって分析している。彼らはオピニオンリーダーより

むしろ追随者の行動様式とネットワーク環境が製品普及

に与える影響が強い可能性を論じている。また小川ら [17]

はオピニオンリーダーに加えてフォロワー（オンライン上

で発言しない人々）の組合せによって購買行動が促進され

ることを示している。彼らもまたある領域におけるフォロ

ワーの存在によって他のコミュニティへの情報の波及が促

進されると論じている。これは市場の達人よりむしろ（狭

義の）オピニオンリーダーがオンラインのコミュニケー

ションにおいて影響を持つことを示唆していよう。一方で

Lazarsfeld[6]の古典的研究にあるように、情報の普及過程

においてはオピニオンリーダーの存在の重要性はよく知ら

れている。山本らや小川らの研究においても情報の普及に

おいて窓口や起爆剤としてのオピニオンリーダーの必要性

は論じられており、ハブの存在が情報普及の重要な説明要

因になると考えることができる。宮田ら [15]は市場の達人

も狭義のオピニオンリーダーもその指標が高いほどコミュ

ニケーションの頻度が高くなることを示している。

またインターネットの発展は一般の人が専門家の知識に

容易にアクセスすることを可能とした。

Yahoo!知 恵 袋 (chiebukuro.yahoo.co.jp) や OK-

Wave(okwave.jp) のように質問者が質問を投稿し回

答可能な人が解を投稿することで知識が流通しているサー

ビスがある [20][7]。
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また AllAbout(www.about.com)は自ら専門的知識があ

ると認識する人が自発的に知識を提供しているサービスも

ある。こうした流れは人々が何らかの意見を採用する際に、

自分の周囲にいる影響力のある人だけでなく専門的な知識

を持つ人の意見を直接参照することを可能としている。つ

まり、従来のオピニオンリーダーに加えて専門知識を持つ

ことが周囲に対する影響力を発揮する可能性も存在する。

2.3 ソーシャルメディア時代のオピニオンリーダー像

インターネットの発展によって個人が情報発信する機会

が増えたことの影響は広範に存在するが、その大きな特徴

のひとつとして非常に多くのつながりを持つハブといわれ

る個人が様々なインターネットサービス上に現れている

ことがあげられる。これらのハブは一般的な個人と比較し

100～1000倍のつながりを持っている。たとえば Twitter

における平均フォロー数は 18.86[4] であるとされている

が、100万を超えるフォロワーを持つユーザも存在してお

り、フォロワー数の分布はスケールフリー性を持つことが

知られている。川村 [16]はネットワーク上で多くのリンク

を持つハブに情報が提供されることで普及が効果的に進む

ことを示している。では、こうしたハブはオンラインを通

じた世論形成や政治的熟議においてスペシャリストやイン

タミディアリとして重要な役割を果たすのであろうか。こ

こまでの議論からオピニオンリーダーのネットワーク上の

ポジションについて、スペシャリストもインタミディアリ

も Twitterのネットワークにおいて構造的に中心的な位置

を占めると考えられる。

また宮田ら [15]は、オピニオンリーダーの二つの特徴と

して、集団の外部から新しい情報を当該集団のために取り

入れる革新性とリーダーシップを持ち、一方で自ら属する

集団の典型的な存在であると述べている。そのうえで、市

場の達人は前者の特徴を強く持ち狭義のオピニオンリー

ダーは後者を強く持つと論じている。本研究で想定するス

ペシャリストは専門知識と革新性を持つ先鋭的な役割であ

り新しい情報を外部から導入する市場の達人に近く、イン

タミディアリは周囲のメンバーから意見を求められ相談さ

れる従来型で言う狭義のオピニオンリーダーに近いといえ

る。このことが Twitterネットワークの構造としても現れ

るのであれば、スペシャリストは他者から情報源として認

知されやすく、また積極的に知識を提供していると考えら

れる。またインタミディアリは集団の中心的メンバーと認

知されるはずであり、密なコミュニケーションをおこなう

と考えられるここまでの議論からオピニオンリーダーの

Twitterネットワーク上の構造的特徴および政治的議論の

役割に関して次のような仮説を設定する。

仮説１：スペシャリストは情報発信元となるために

フォローされる数が多い

仮説２：インタミディアリはコミュニケーションの中

心となるためクラスタ係数が高い

仮説３：スペシャリストは政治的争点（ここでは原子

力発電問題）に関する発言において、意見の発信（オ

リジナルツイート）、情報の拡散（リツイート）が多い。

仮説４：インタミディアリは政治的争点に関する発言

において、コミュニケーション（メンションおよびリ

プライ）の発言が多い。

3. 調査

3.1 調査手順

現在の日本社会において一般的に話題になっている政治

的争点を明らかにするために、2011年 12月 1日より 2012

年 2月 29日までの毎日新聞・朝日新聞・読売新聞の全国

版の記事についてキーワード検索を行った。キーワード

は「原子力発電」「放射能 or放射性物質 or 放射線」「復興

and支援」「災害ボランティア」「消費税」とした。新聞社

によって差はあるものの、３紙とも原子力発電に関連する

記事が最も多かった。このため原子力発電問題を争点とし

て選択した。

楽天リサーチに登録しているモニターを対象にスクリー

ン調査後に続けて本調査に回答をした。実施時期は 2012

年 2月 24日（金）～27日（月）であり、調査依頼 654,571

件、回収数 80,000件であった。回答者のうち、ツイッター

のアカウントを所有している 21,644人（27.1％）であっ

た。そのうち、原子力発電に関連してツイッターを利用し

た人は、11,802人、そのうち、アカウントを教えてくれる

と回答した人が 3,574人であった。また、そのうち、その

アカウントが公開である人が 2,972人であった。スクリー

ニング調査回答者の中から次の１～５の条件をすべて満た

した人を本調査対象者とした。

( 1 ) 1週間に 1回以上はツイッターを閲覧し、1ヶ月に 1

回以上はつぶやきを行う

( 2 ) 原子力発電の是非についてツイートを読んだり、ツ

イッターで発言したことがある

( 3 ) 公開のアカウント（すべての人があなたのツイートを

閲覧できる）を持っている

( 4 ) 学術研究のためにツイートを参照させていただく可能

性があること了解したうえで、のアカウントを教えて

くれると回答する

( 5 ) ツイートのアカウントを記入した

これらの条件を満たした人々を、性別と年代（20・30・

40歳代）に分け、それぞれ 230人ずつになるように回答を

依頼した。すなわち、230人× 6セル＝ 1,380人を本調査

対象者とした。また、1,380人中、記入したアカウントが

存在し、ツイッターログデータが利用できた 1,276人（有

効率 92.39%）を分析対象とした。分析対象 1276人の属性

は以下のとおりである。

( 1 ) 性別：男性 649人（50.9%）、女性 627人（49.1%）で
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表 1 ツイートの分類

分類 利用のされ方 例

a. メンション・リプライ 他のユーザが投稿したツイートへの返信、他のユーザへ向けてのメッセージ 「@ユーザ名 ・・・」

b. 公式リツイート 他のユーザが投稿したツイートのフレンドへの拡散（ツイートの全文引用投稿） 「RT ・・・」

c. 非公式リツイート 他のユーザが投稿したツイートについて、引用と自身の意見を付与したツイート 「・・・ RT ・・・」

d. オリジナル 上記 a～d 以外のツイート 「私は・・・と思います」

表 2 パーソナルネットワークの各指標の記述統計

指標 意味 平均 (SD)

フレンド数 対象者がフォローしているユーザの数 244.07(872.70)

フォロワー数 対象者をフォローしているユーザの数 281.46(1428.82)

フレンドバック率 —フレンド∩フォロワー—/フレンド数 .50(.26)

フォローバック率 —フレンド∩フォロワー—/フォロワー数 .63(.26)

クラスタ係数 フレンドネットワークを用いたクラスタ係数 172.19(832.91)

相互フォロー数 フレンドかつフォロワーであるユーザの数 .95(.09)

あった。

( 2 ) 年齢：平均 34.8歳（標準偏差 8.209）。20歳代男性 216、

30歳代男性 215、40歳代男性 218、20歳代女性 203、

30歳代女性 217、40歳代女性 207人であった。

( 3 ) 学歴：大学・大学院卒が 59.2%、短大高専専門学校

22.8%、高校 17.3%、中学 0.7%であった。

( 4 ) 職業：フルタイムで働いている人が 56.7%、パート・ア

ルバイトが 12.3%、生徒・学生 10%、専業主婦 11.2%で

あった。

( 5 ) 家族形態：独身で子供がいない人が 55.4%、既婚で子

供がいない人が 14.6%、未就学児がいる人が 11.2%、

義務教育段階の子供がいる人が 11.1%であった。

( 6 ) 居住地：全国 47都道府県を対象としたが、突出して

多かったのは東京であり 20%、続いて大坂 9.1%、神

奈川 8.9%であった。福島は 1.0%であった。

3.2 変数

3.2.1 原子力発電に対する意見

原子力発電に対して、2つの意見を提示してどちらの意

見に賛成かを評定してもらった。意見 Aは「電力の安定供

給や CO2の排出が少なく環境に優しい点を考慮して、代

替エネルギーの検討をしつつ当面は原子力発電を維持する

べきだ」（賛成）、意見 Bは「東日本大震災後の原子力発電

事故のような重大な事故が起こる危険性や放射性廃棄物処

理問題を考慮して、可能な限り速やかに原子力発電を廃止

するべきだ」（反対）である。「Aに近い」が 23.7%、「どち

らかといえば Aに近い」26.8%、「どちらかといえば Bに

近い」が 24.5%、「Bに近い」が 25.0%であり、おおよそ 4

分の 1ずつに分かれた。

3.2.2 原子力発電に関する知識

「水素爆発」「炉心溶融（メルトダウン）」「内部被ばく」

「子どもの被ばく線量限度」の 4項目について「他の人に説

明できる程度の知識がある」「自分で理解している程度の

知識がある」「用語は知っているが、内容についてはわか

らない」「用語を知らない」の 4段階で評定してもらった。

この 4項目を主成分分析したところ、1つの因子が検出さ

れた（固有値 2.951、分散 73.782%）。そこでこの因子の因

子得点の高かった 4項目を合計して原子力発電関連知識尺

度を作成した。

3.2.3 争点に対する重要性の認知

原子力発電問題の重要性を、「かなり重要である」「やや

重要である」「あまり重要ではない」「ほとんど重要ではな

い」の 4段階で評定してもらった。

3.2.4 原子力発電問題への不安

原子力発電に対する意見として、「原子力発電所で再び大

規模な事故が起こらないかと思うと不安だ」「東日本大震災

後の原子力発電事故後における政府や東京電力の対応への

怒りを感じる」という項目に 4段階で評定してもらった。

3.2.5 フレンド・フォロワーの同質性

自分がフォローしている人（フレンド）および自分が

フォローされている人（フォロワー）に対して、「ものの考

え方が似ている人々が多いか」に関して「似た人がほとん

どである」から「似ていない人がほとんどである」の 6段

階っで評定してもらった。

3.2.6 Twitterログの収集

1276名のツイートデータ収集対象者に対して、Twitter-

API（https://dev.twitter.com/）を用いてツイッターデー

タのクローリングを行った（クローリング期間：2012/3/1～

3/20）。取得したツイートは 1,657,623ツイートである。収

集したデータは、対象者の直近最大 3,200ツイートのツイー

ト本文、ツイート時刻、2ホップ先までのフレンドアカウ

ント名、1ホップ先までのフォロワーアカウント名である。

ここで、フレンドとはあるユーザがフォローしているユー

ザを指し、フォロワーとはあるユーザをフォローしている

ユーザを指す。また収集したツイートが 3,200件である理

由は APIの制限によっている。また収集したツイート本

文は表 1のルールに基づきツイートの種類を分類した。

本研究で扱う争点に関するツイートのみを分析対象とす
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表 3 オピニオンリーダーに関する因子分析

第 1 因子 第 2 因子 共通性

尺度項目 スペシャリスト インタミディアリ 　

(1) ある特定分野の政治や経済の問題について、良く知っているほうだ .766 .413 .758

(2) いろいろな政治や経済の問題について、良く知っているほうだ .749 .492 .802

(5) 新しい政治や経済の問題には早い段階から関心を持つ方だ .699 .405 .652

(4) 人からいろいろな政治や経済の問題について、よく聞かれるほうだ .439 .854 .921

(3) ある特定分野の政治や経済の問題について、人からよく聞かれるほうだ .497 .797 .881

(7) 友人から何か相談されたり聞かれたりするほうだ .278 .425 .258

(6) 周囲に新しいものの考え方や流行などを持ち込むほうだ .326 .327 .213

寄与 2.259 2.227

表 4 スペシャリスト・インタミディアリ因子とパーソナルネットワーク指標との相関
スペシャ

リスト

インタミ

ディアリ フレンド数 フォロワー数

フレンド

バック率

フォロー

バック率 クラスタ係数

スペシャリスト 1

インタミディアリ .000 1

フレンド数 .080∗∗ −.035 1

フォロワー数 .098∗∗ −.026 .913∗∗ 1

フレンドバック率 −.009 −.024 .238∗∗ .446∗∗ 1

フォローバック率 −.069∗ −.056∗ .266∗∗ .097∗∗ .470∗∗ 1

クラスタ係数 .027 −.070∗ −.051∗ −.008 .257∗∗ .161∗∗ 1

∗∗p < .01∗p < .05+p < .1

るために、「原発」もしくは「原子力発電」を含むツイート

を原子力発電関連のツイートとして抽出した（抽出された

ツイート数は 14,581ツイートで、ツイート全体 1,657,623

の内の 0.8%）である。ツイート種別の内訳は、リプライ：

604件、公式リツイート：7,830件、非公式リツイート：808

件、メンション：851 件、オリジナル：4,488 件であった。

表 2にパーソナルネットワークの各指標の統計を示す。

特徴的な点として、クラスタ係数が .095と代表的な SNS

である mixiのクラスタ係数 .328[19]に比べて非常に低い

値となった点があげられる。Twitterでは、フレンド登録

した相手の発言を自分のホーム画面に表示することが可

能になっているため、有益な情報を発言する知識人・有名

人・企業の公式アカウントなどをフレンド登録することも

あり、このような低いクラスタ係数（凝集性の低いネット

ワーク）になっていると考えられる。

4. 結果

4.1 新たなオピニオンリーダーを規定する因子

第一にスペシャリストとインタミディアリを抽出する。

宮田ら [15]は一般的なオピニオンリーダーの測定尺度を測

定する７項目を用いて最尤法による因子分析で 2因子を指

定したうえでバリマックス回転をさせた分析をおこなって

いる。我々は政治経済の問題を対象とするため文言を一部

変更し以下の 7項目を用いて同様の手法を用いた因子分析

をおこなった（表 3）。

表 3からわかるとおり、第 1因子はスペシャリスト因子

である。政治経済分野に対する知識が深く感心も早くから

持つ項目群である。第 2因子はインタミディアリ因子であ

る。周囲から意見や相談を聞かれるコミュニティの中心的

人物を特徴づける項目群となっている。

4.2 オピニオンリーダーのネットワーク上の位置

仮説１および２を検証するために、回答者のTwitterネッ

トワーク上でのポジションとスペシャリスト・インタミ

ディアリ尺度の相関分析をおこなった。その結果を表 4に

示す。その結果、スペシャリスト因子においてフォロワー

数、フレンド数ともに相関があり、スペシャリストである

ほど Twitterネットワーク上で中心的な位置を占めること

が分かった。この結果は仮説１を支持している。しかしク

ラスタ係数に関してはむしろ逆の傾向が観察される。表

4からわかることはスペシャリスト因子は Twitterネット

ワーク上のポジションにおいて中心的であることがわかる

が、インタミディアリ因子からはそのような傾向が観察さ

れなかった。

4.3 政治的発言にオピニオンリーダーが与える影響

続いて各ツイート種別ごとの発言数を規定する要因を明

らかにするために、それらの発信数を従属変数として重回

帰分析を行った（表 5）。全体的に調整済み R2が低く、全

般的に説明率は良くない。

リプライ、非公式リツイート、オリジナルの３種の発言

共通に有意である要因は、年齢とスペシャリスト因子であ

る。スペシャリスト因子はネットワーク構造としても中心

的ポジションに位置しており、Twitterにおける政治的発
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表 5 原子力発電のツイート数を従属変数とした重回帰分析（数値は標準化係数ベータ）

公式 RT 非公式 RT

メンション

リプライ オリジナル

属性

性別 .042 -.067 -.032 -.043

年齢 .123∗∗ .101∗∗ .126∗∗ .125∗∗

学歴 .037 .025 .012 .066+

インタミディアリ
スペシャリスト .030 .022 .065∗ .079∗∗

インタミディアリ −.015 −.011 −.018 −.036+

先有傾向

原発に関する不安 −.058+ −.001 −.021 −.052

原発に対する知識 .082∗∗ .103∗∗ .094∗∗ .175∗∗

原発に対する重要性 .074∗∗ −.008 .085∗∗ .093∗∗

原発に対する意見 .151∗∗ .088∗∗ .083∗ .088∗∗

N 1276 1276 176 1276

R2 .060 .040 .061 .105

調整済み R2 .053 .033 .054 .098

∗∗p < .01∗p < .05+p < .1

表 6 オピニオンリーダー性とネットワークの同質性の相関
スペシャリスト

因子

インタミディアリ

因子

フォロワーの

異質性

フレンドの

異質性

スペシャリスト因子 1

インタミディアリ因子 .000 1

フォロワーの異質性 .099∗∗ .183∗∗ 1

フレンドの異質性 .077∗∗ .129∗∗ .802 1

∗∗p < .01∗p < .05+p < .1

言においては争点に関して高い関与を持つ人が議論の中心

もしくは起点となっていることが推測できる。しかしここ

までの分析で見てきたように、選択的接触やネットワーク

の同質性が発言に与える影響も注意深く考慮する必要があ

る。インタミディアリ因子が高い個人は多くの人から意見

を求められるという特質から多様な人々に囲まれている故

に発言が抑制されてしまうことも考えられる。ここでフレ

ンド、フォロワーの同質性と各因子の相関を観察してみる

（表 6）。すると、それぞれの因子が高いほど Twitterネッ

トワーク上での関係の多様性があることがわかるがインタ

ミディアリ因子のほうがフレンド、フォロワーとも異質性

のある人たちに囲まれていることが分かる。このように個

人が持つ特質がネットワーク構造に影響を与え、そのこと

が発言に影響を及ぼすと言ったモデルも検討する必要があ

ろう。

5. まとめ

Twitter上ではオピニオンリーダーが積極的に発言する

傾向があるのかを検討するために、各自のオピニオンリー

ダー因子の強さが発言数に与える効果を調べた。まず、従

来のオピニオンリーダー尺度である「市場の達人」「（狭義

の）オピニオンリーダー」を測定する項目の「消費や社会

生活の問題」を「政治や経済の問題」に置き換えた。イン

ターネット上のコミュニケーションの特徴として、だれも

が素早く専門家の意見にアクセスでき、また専門家も情報

発信が簡単にできることがあげられる。こうした観点から

オピニオンリーダー尺度を、専門的な知識を持ち対象領域

に対して高い関与を持つ「スペシャリスト」と、周囲との

コミュニケーションの中心的存在であり情報仲介の拠点と

なる「インタミディアリ」の因子を仮定した。因子分析の

結果、スペシャリスト因子、インタミディアリ因子の存在

が確認できた。

抽出した 2因子が Twitter上の発言に与える効果を検討

した結果、スペシャリスト因子とフォロワー数・フレンド

数に相関があったがインタミディアリ因子とは相関が有意

ではなかった。発言数においてもスペシャリスト因子はリ

プライ、非公式リツイート、オリジナルの３種のツイート

数と相関があったがインタミディアリとは確認できなかっ

た。これらの基礎的分析の上で、発言数にこれら 2因子が

与える影響を分析したところ、属性や先有傾向をコント

ロールしたうえでもスペシャリスト因子のみ発言数との関

連が観察された。

これらの分析から考察できることはコミュニケーション

の中心がインタミディアリからスペシャリストへと移り

変わりつつある様である。従来の情報の流通過程では社会

ネットワークの中心的位置占め情報を仲介するインタミ

ディアリが中心となっていた。しかし Twitterのように誰

もが誰とでも容易に直接コミュニケーションを取れる環境

下では、個人は信頼できる専門的情報を発信するスペシャ

リストと直接つながる傾向があり、またスペシャリストが

直接発信をおこなうことでより素早い情報流通が促進され

ていることが推測できる。
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